
　2013年３月７日の復興推進会議・原子力災害対策本部合同会合において、避難指
示解除について、「年内を目途に一定の見解を示すべき」と指摘が示され、「原子力災
害からの福島復興の加速に向けて」（2013年12月20日閣議決定）の検討を踏まえ、
避難指示解除手順が示されました。帰還住民の健康影響に対する不安に応えるため、
相談員・相談員支援センター整備、個人線量の把握・管理、モニタリングを用いた被
ばく低減対策や放射線による健康不安対策（リスクコミュニケーション事業）を行っ
ています。
　避難指示解除については、2020年３月までに、帰還困難区域を除く全ての避難指
示解除準備区域と居住制限区域の避難指示の解除を実現してきました。
　帰還困難区域については、2020年３月の JR常磐線の全線開通にあわせ、双葉町、
大熊町、富岡町の帰還困難区域に設定されている特定復興再生拠点区域の一部区域の
避難指示の解除が初めて行われ、2022年６月に葛尾村、大熊町、同年８月に双葉町
で特定復興再生拠点区域全域の避難指示が解除されました。なお、このほかに、川内
村と広野町では町村の判断によって国による避難指示区域以外の地域でも避難が促さ
れていましたが、川内村では2012年１月31日、広野町では2012年３月31日に解除
されました。
　最新の情報も含め、避難者の状況など、避難地域12市町村の詳細は福島県の復興
情報ポータルサイト「ふくしま復興ステーション」に掲載されています。

　ふくしま復興ステーション「避難指示区域の状況」
　 https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/list271-840.html
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　帰還困難区域では、住民の一時立入りや帰還困難区域の特別通過交通制度に基づく
通過を除き、通行が制限されていました。
　国道６号線は福島県の復旧・復興にとって重要な主要幹線道路であることから、除
染作業や道路補修作業が完了したことを踏まえ、地元自治体との協議の結果、2014
年９月15日から国道６号線と県道36号線の通行証の所持・確認を要せずに特別通過
交通が可能になりました。
　国道114号線や県道35号線なども、関係自治体や関係機関との協議等の上で、特
別通過交通制度が適用されています。また、2020年３月より国道６号線、県道35号
線など一部路線で二輪車も通行が可能になりました。さらに 、国道６号線は、2022
年６月の大熊町、同年８月の双葉町の特定復興再生拠点区域の避難指示解除により、
全線で自転車、徒歩の通行も可能となりました。最新の特別通過交通制度の適用状況
と適用時の線量調査結果については、内閣府原子力被災者生活支援チームからのお知
らせ（https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu.html）で公開されて
います。
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　帰還困難区域では、一部では放射線量が低下していること等を踏まえ、2016年８月に、
「５年を目途に、線量の低下状況も踏まえて避難指示を解除し、居住を可能とすることを
目指す「復興拠点」」の整備等を行う方針が示されました。これを受け、2017年５月の
福島復興再生特別措置法の改正により、特定復興再生拠点区域が制度として創設されま
した。特定復興再生拠点区域については、2018年５月までに計画策定を進めていた全て
の自治体（双葉町、大熊町、浪江町、富岡町、飯舘村、葛尾村）の計画が認定され、そ
の整備が推進されています。2022年６月には葛尾村、大熊町、同年８月には双葉町で特
定復興再生拠点区域の避難指示解除がなされ、残りの３町村についても2023年春頃の解
除を目指し、取り組みが進められています。
　また、2018年12月、特定復興再生拠点区域の避難指示解除に向けた動きが進んでい
ることなどを踏まえて、政府は、同区域の放射線防護対策について、避難指示解除に向
けた取組を一層加速化していくため、帰還準備の段階と避難指示解除に向けた段階の二
つの段階で実施する方針を示しました。
　帰還準備段階では、個人線量管理を着実に実施し、相談体制を確保するのに加え、よ
り精緻に線量などの情報を把握した上で、詳細な線量マップや代表的な行動パターンに
基づく被ばく線量推計値の情報提供等の対策を自治体と相談しながら重層的に講じると
されています。
　避難指示解除に向けた段階では、帰還準備段階に比べて区域内での活動時間や範囲が
広がることから、個人線量管理の着実な実施や相談体制の確保に加え、線量データや個々
の住民の生活実態に基づいた被ばく線量の低減対策や懸念・不安にきめ細かに対応する
ためのリスクコミュニケーションなどを、自治体の意向を踏まえながら総合的・重層的
に講じるとされています。
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　帰還困難区域内については、福島復興再生特別措置法に基づき、町村が特定復興再
生拠点区域及び同区域における環境整備（除染、インフラ等の整備）に関する計画を
作成し、内閣総理大臣の認定の後、５年以内の避難指示解除を目指しています。
　環境省では、拠点計画に基づき、特定復興再生拠点区域内の除染や家屋等の解体を
実施しており、葛尾村は2022年６月12日に、大熊町は同月30日に、双葉町は８月
30日に避難指示が解除されました。残る３町村（浪江町、富岡町、飯舘村）におい
ては2023年春頃の避難指示解除を目指しています。
　現在、除染工事の進捗は９割を超えており、また、家屋等の解体の進捗は申請件数
に比して約84％が完了しています（2022年11月末時点）。なお、家屋等の解体によ
り生じた特定廃棄物の処理については、可能な限り減容化した後、双葉地方広域市町
村圏組合の管理型処分場（クリーンセンターふたば）を活用して埋立処分を行うこと
とし、2019年８月に環境省、同組合及び福島県の間で基本協定を締結しました。
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